	化粧品製造業


化粧品業界は一般には景気の影響を受けにくい業界といわれるが、リーマンショックの影響により21年は対前年比で大きな落ち込みを記録した。22年は緩やかに回復傾向にあるが、以前の状況には戻っていない。
ただし、景気の影響だけでなく、企業規模や販売チャネル等の影響もあり、業況における企業間格差は大きい。また、低価格志向により製品単価は下落傾向にあり、販売数量に比して利益が少ない状況が続いている。国内のみでは今後の大きな成長は見込めないために、海外展開を考えている企業が多い。

業界の概要
化粧品は、薬事法第2条第3項で「人の身体を清潔にし、美化し、魅力を増し、容貌を変え、又は皮膚若しくは毛髪を健やかに保つために、体に塗擦、散布その他これらに類似する方法で使用されることが目的とされている物で、人体に対する作用が緩和なもの」と定義されている。予防効果を謳う、いわゆる薬用化粧品は、薬事法上は医薬部外品とされるが、日常的な使用では、ほとんど区別されずに化粧品と認識されることが多い。
　製品の種類について、経済産業省の化学工業統計による分類では、①香水・オーデコロン（香水・オーデコロン等）、②頭髪用化粧品（シャンプー、ヘアリンス、整髪料等）、③皮膚用化粧品（化粧水、乳液、クリーム等）、④仕上用化粧品（ファンデーション、口紅等）、⑤特殊用途化粧品（日焼け止め等）に分けられている。平成21年における販売額の構成比では、皮膚用化粧品43.8％、頭髪用化粧品29.7％、仕上用化粧品21.7％であり、皮膚用化粧品が大きな割合を占めている。
　化粧品業界では、会社の規模や業態、商品特性や価格帯、顧客の生活スタイルや年齢層によって、様々な販売チャネルと専門ブランドが使い分けられている。化粧品の品目が多岐にわたること、販売チャネルや価格帯が多様であること等から、化粧品業界では大手企業と中小企業が併存混在しており、規模格差が大きいことが特徴となっている。
　化粧品の動きを把握する統計では、工業統計表（経済産業省）、化学工業統計（経済産業省）、薬事工業生産動態統計（厚生労働省）があるが、それぞれカバーしている統計品目が微妙に異なっている。
　大阪の地位

　20年の工業統計表における、大阪府の従業者４人以上の化粧品・歯磨・その他の化粧用調製品製造業では、事業所数68、従業者数4,054人、製造品出荷額等1,090億円で、全国に占めるシェアはそれぞれ14.8％（1位）、12.6％（2位）、7.5％（5位）となっている。
また化粧品製造業は地域的に集中しており、上位6位までの都道府県の生産額の合計は7割を超えている。
出荷額は減少後、緩やかに回復
化粧品業界は、一般には、景気には左右されない業種と言われており、化学工業統計における化粧品出荷額は、過去10年ほどほぼ横ばいで推移していた。しかし、21年の出荷額は、リーマンショックの影響を受けて、対前年比7.8％減の1兆3,902億円となった。22年は緩やかに回復傾向であるが、リーマンショック前にはほど遠い状況にある。

その一方で、化粧品の出荷数量は回復基調にある。特に最近では、個人消費の低価格志向から製品単価は低下傾向にあり、数量が伸びているわりには売上増にはつながらない状況が続いている。

上記のような業況の推移は、景気の影響だけではなく、企業規模や流通経路等も影響しており、企業間には大きな格差が存在している。例えば、通販主体の企業では売上増である一方、訪問販売主体の企業では横ばい、または下降傾向が続いていることや、海外と関係のある企業は売上を伸ばしているなど、企業戦略によっても、明暗が分かれている。

また22年夏季では、前年と比較して猛暑であったため、日焼け止め・制汗シートなどの季節性商品の売上が、対前年比二桁増と大きく伸びた。
収益は横ばい
製品・受注価格では、消費者の低価格志向や競争の激化から、製品・受注単価の低下傾向がみられる。

原材料価格では、原油価格の上昇を受けて、化粧品原料や、容器などの包装資材の価格はともに上昇傾向にある。しかし、収益面では、広告費・販売促進費の見直しや製造の効率化などのコスト面での取組によって、横ばい傾向にある。そのこともあり、資金繰り等ではさほど問題はみられない。
そのほか特徴的な動きでは、昨今の円高の影響もあり、容器などの包装資材について、輸入品の導入が増えている。
設備投資・雇用は一服感
設備投資では、平成15～20年に関東を中心として、新工場建設・営業所開設などの大きな設備投資があったこともあり、今期は大きな動きはみられない。

雇用では、昨今の不況の影響もあり、新卒採用を絞りつつある。その一方、営業や研究開発部門の強化等を狙って中途採用を募集している企業が多いものの、欲しい人材がなかなか集まらずに苦慮している企業も見受けられる。

輸出入の動向
西日本化粧品工業会によると、21年の化粧品輸出額（全国）は1,082億円、対前年比2.4％減であった。輸出先では、台湾、香港、中国、韓国の順となっている。日本の化粧品は、欧米とは違ってスキンケア化粧品が優位であり、アジアの消費者にも好まれているために、対アジア市場への輸出が多くなっている。

21年の輸入額は1,536 億円、対前年比10.5％減であった。輸入先では、フランス、アメリカ、タイ、中国となっており、リーマンショックを受けて、高級ブランドが中心である欧米からの輸入は減少している。

法改正の影響
17年の改正薬事法の施行により、製造業許可の他に製造販売業許可が新設され、製造と市場への出荷が分離されるといった大幅な規制緩和がなされ、化粧品への参入がより容易となった。化粧品業界は、もともと異業種からの参入が盛んな業界ではあるが、最近では、化学メーカーや飲料メーカーなどの異業種分野からの参入や、通販・エステなどの販売チャネルを使って、販売に特化する企業の増加が見られる。

また、製造と販売が分離され、製造元の企業名が表記不要となったことにより、化粧品のOEM生産も盛んとなっている。大手メーカーでもOEM生産を積極的に受注するようになったことや、プラスチック製造メーカーが充填まで手がけ、化粧品事業にも乗り出すといった動きもみられる。

規制緩和の評価としては、化粧品への参入が容易となった分、競争が激しくなるものの、新規参入企業がもたらす、新たな商品・コンセプトの訴求が市場全体に与える影響が大きいことや、OEMメーカーにとっては新たな顧客の獲得が期待できることもあり、全体としてはプラスに見ている企業が多い。

今後の見通し
日本国内では、市場の成熟化や少子高齢化の進展等によって、今後の大きな市場拡大は望めない状況にあり、中国などのアジア市場での需要を取り込まないと今後の大きな成長が見込めないと考えている企業が多い。
また一部の企業においては、成長著しい通信販売への参入といった販売チャネルの再編や、既存の流通経路に新たな分野の商品を流すといった事業再編の動きがある。
その他業界の動きでは、顧客満足度の高い、感性かつ機能性豊かな化粧品の開発や、男性用化粧品分野の開拓がみられる。
（佐野　浩）
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出所：経済産業省『化学工業統計』

※注：常用従業者30名以上の企業（委託生産企業も含む）
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